
　本年2月16日、「平成30年3月から適用する公
共工事設計労務単価」が国土交通省土地・建設産
業局建設市場整備課から公表（以下、「今回公表
資料」という）された。この単価は3月末日まで
に新たな単価の決定を行わない限り、4月以降も
引き続き適用される。平成25年の発表以降、「単
価の決定にあたり、社会保険に未加入の者が適正
に加入できるよう、法定福利費（本人負担分）相
当額を適切に反映」しているとか、「入札不調の
発生状況等に応じて（中略）機動的に見直す」と
している、という説明文が引き続き挿入された。
そのような意味の単価である。

1　全職種平均単価の推移

　農林水産省及び国土交通省（以下、「二省」と
いう）では、原則として毎年10月時点で施工中の
二省所管（直轄･補助等）の公共工事に従事する
建設技能労働者の賃金の支払い実態を調査してい
る。この調査に基づいて翌年度実施する公共工事
の予定価格の積算に用いる都道府県別・職種別の

「公共工事設計労務単価」（1日8時間当たり円；
時間外･休日等の割増賃金、所属会社負担の社会
保険料等の諸経費や一般管理費等を含まない裸の
賃金（wage）に相当）を決定する。原則的にこ
の単価は日本国内で実施するすべての公共工事に
適用される。調査は1,000万円以上の工事を対象
に、無作為抽出されるものである。今回公表資料
では、全国で11,207件の工事に携わっていた
100,175人分のデータが有効サンプルとなった。
　全国全職種の平均単価等の発表に関しては、前
回に引き続き単純平均の単価は公表されず、調査
対象人数による加重平均単価18,632円（対前年3
月比2.8％増、平成24年度比43.3％増）、被災三県
の平均20,384円（同1.9％増、同55.3％増）等の
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図１　調査全職種の単純平均日額の推移
（注1）「基準額」は国土交通省の公表の全職種の単純平均値（ただし、

H25以後は当研究所の集計）。また、H19に「交通誘導員Ｂ」が加わ
り、同年のみ2値である。

（注2）H26から、国土交通省は職種人数によるウェイト付け平均値を
H 9年に遡って公表。

表１　主要12職種の平均単価

職種名
単価の平均（円） 伸び率

（％）Ｈ29単価 Ｈ30単価

特 殊 作 業 員
普 通 作 業 員
軽 作 業 員
と び 工
鉄 筋 工
運転手（ 特殊）
運転手（ 一般）
型 わ く 工
大 工
左 官
交通誘導警備員Ａ
交通誘導警備員Ｂ

20,081
17,243
13,123
22,462
22,349
20,296
17,828
22,617
22,456
22,345
12,330
10,611

20,638
17,713
13,515
23,055
22,930
20,862
18,332
23,204
23,049
22,934
12,777
11,002

2.776
2.727
2.983
2.643
2.599
2.789
2.828
2.596
2.642
2.638
3.624
3.690

（注）各都道府県の単価を単純平均した。

表２　設備５職種の平均単価

職種名
単価の平均（円） 伸び率

（％）Ｈ29単価 Ｈ30単価

電 工
配 管 工
ダ ク ト 工
保 温 工
設 備 機 械 工

19,198
18,894
18,556
20,613
20,883

19,579
19,351
19,081
21,006
21,280

1.984
2.421
2.832
1.910
1.905

（注）各都道府県の単価を単純平均した。
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数値が公表された。過去からの推移は図1のとお
りで、今回公表資料を使った当研究所の試算値

（単純平均値：23,642円）で比較すると、今のよ
うな方法での公表 1 が開始された平成12年の水準
を引き続き上回った。

2　主要職種別平均単価

　当欄で例年まとめている主要12職種別と設備5
職種別の平均単価（47都道府県の単純集計値）
は、表1、表2のとおりとなった。主要12職種で
は2.59 ～ 3.69％と引き続き伸びを示した。また、
設備5職種では1.90 ～ 2.83％で、昨年（3.48 ～
4.68％）に比べれば伸びはやや鈍化した。

3　都道府県別の各職種単価の変動傾向

　各都道府県の設計労務単価の公表値は100円単
位である。都道府県別の主要12職種及び設備5職
種の単価が、この１年（平成29 ～ 30年）でどう変
化したかの分析を次頁の表4に示す。そして、そ
の傾向を表3と図2で集計・整理した。表3から
は、今回公表資料の増減額は、-100円（5設備職
種）から+1,400円（配管工、ダクト工）の範囲に
あることが分かる。図2では、中央値と平均値を
大きい順に並べ直し、職種別の違いを把握しやす
くした（毎年の順位が違うので、コスト研HPで公
開している過去の研究報告を参照いただきたい）。
　今回は主要12職種において、北海道、東北、九

1 　「設計労務単価」の公表は公式には平成9年からであるが、50
職種別での数値が公表されるようになったのは平成12年からで
ある。（参考：「建築コスト遊学21：公共事業労務者調査とそれ
に至る経緯」№86, pp.86-90, 2013.10）

州で伸びた県が多かった。また設備では、中部と
四国で100円のマイナスとなった県があった一
方、北海道、東北、九州が比較的大きく伸びた。
特徴をまとめると、それまで取り残されていた地
方圏、特に北海道、九州各県の伸びが継続した一
方で、中部、近畿、四国等は伸びの鈍化が見られ
たと言えよう。

主要12職種 設備５職種
特殊作
業員

普通作
業員

軽作業
員

とび工 鉄筋工 運転手
（特殊）

運転手
（一般）

型わく
工

大工 左官 交通誘
導警備
員Ａ

交通誘
導警備
員Ｂ

電工 配管工 ダクト
工

保温工 設備機
械工

最 大 値
3/4分位
平 均 値
中 央 値
1/4分位
最 小 値

1,100
600
557
600
400
200

900
500
470
500
300
100

900
500
392
400
300
100

1,300
800
594
500
400
100

1,300
850
581
400
400
100

1,200
600
566
600
400
200

1,100
500
504
500
350
200

1,300
850
587
400
400
100

1,300
800
593
500
400
100

1,300
850
589
500
400
100

700
500
447
400
300
200

600
500
392
400
300
100

900
600
381
400
100

-100

1,400
700
457
500
100

-100

1,400
850
526
500
150

-100

1,100
600
394
400
100

-100

1,000
600
398
450
100

-100
NA（件） － － － － － － － － 2 － － － － － 4 － 1

（注）ダクト工等で、公表値がない都府県（ND欄）があった。（表4参照）

表３　対前年度増減額の都道府県職種別の基本統計量（図2参照）� （単位：円）
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図2　対前年度増減額（円）の分布（箱ひげ図）

（注）表3の集計を図化したもの。中央値・平均値の大きさによりソー
ト。箱ひげ図の見方は、グレーの箱に半数（50％）の都道府県が入
り、箱の中の太線は中央値を示す。箱から出る“ひげ”は箱の分布
幅の1.5倍を超えない範囲の最大･最小値を示す。今回は運転手や作
業員等で外れ値（増加側）となった道県があった。
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表4　都道府県職種別（主要12職種及び設備5職種）単価伸び率の傾向（H29年度→H30年度）

地 方
連 絡
協 議
会 名

都道府県

（※数字は
都道府県番
号）

主要12職種 設備５職種
特
殊
作
業
員

普
通
作
業
員

軽
作
業
員

と
び
工

鉄
筋
工

運
転
手
（
特
殊
）

運
転
手
（
一
般
）

型
わ
く
工

大
工

左
官

交
通
誘
導
警
備
員
Ａ

交
通
誘
導
警
備
員
Ｂ

電
工

配
管
工

ダ
ク
ト
工

保
温
工

設
備
機
械
工

北海道 01 北海道 △△ △△ △△ △△ △△ △△ △△ △△ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△
東　北 02 青森県 △△ △△ △△ △ △ △△ △△ △ △ △ △ △ △△ △△ △△ △△ △△

03 岩手県 △ △ △ △ △ △△ △△ △△ △△ △△
04 宮城県 △ △ △△ △ △△ △ △△ △△ △△ △△ △△
05 秋田県 △△ △△ △△ △ △ △△ △△ △ △ △ △ △ △△ △△ △△ △△ △△
06 山形県 △△ △△ △△ △ △ △△ △△ △ △ △ △ △ △△ △△ △△ △△ △△
07 福島県 △ △ △ △ △ △ △△ △△ △△ △△ △△

関　東 08 茨城県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
09 栃木県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
10 群馬県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
11 埼玉県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
12 千葉県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
13 東京都 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
14 神奈川県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
19 山梨県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
20 長野県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

北　陸 15 新潟県 △ △△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
16 富山県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
17 石川県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

中　部 21 岐阜県 △ △ △ △
22 静岡県 △ △
23 愛知県 △ － △ △
24 三重県 △ △

近　畿 18 福井県 △ △ △ △△ △△ △
25 滋賀県 △△ △
26 京都府 △△ △△
27 大阪府 △△ △
28 兵庫県 △△ △
29 奈良県 △△ △
30 和歌山県 △△ △

中　国 31 鳥取県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △△ △△ △△
32 島根県 △ △ △△ △ △ △ △ △ △ △ △△ △△
33 岡山県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △△ △△ △
34 広島県 △ △ △△ △ △ △ △ △ △ △ △△ △△
35 山口県 △ △ △△ △ △ △ △ △ △ △ △△ △△

四　国 36 徳島県 △ △ △ △ △△ △△ －
37 香川県 △ △ △ △△ △△ －
38 愛媛県 △ △ △ △ △ △△ △△ －
39 高知県 △ △ △ △ △ △△ △△ －

九　州 40 福岡県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △△ △△ △ △
41 佐賀県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △ △△ △ △
42 長崎県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △ △△ △ △
43 熊本県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △△ △△ △ △
44 大分県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △△ △△ △ △
45 宮崎県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △△ △△ △ △
46 鹿児島県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ △△ △△ △△ △△ △ △△ △△ △ △

沖　縄 47 沖縄県 △ △ △ △△ △△ △ △ △△ － △△ △ △ －
47都道府県平均 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

　
凡例：

△△：伸び率が4.0％を超える　　　　△：伸び率2.0 ～ 4.0％　　　　空欄：伸び率2.0％以下　　　　－：No Data
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4　都道府県別の賃金・労働時間の実態は？

　昨年の本欄の報告で用いた厚生労働省の「賃金
構造基本統計調査」から、建設関係7職種の都道
府県別集計情報を整理してみたい。この調査は、
5人以上の常用労働者を雇用する民営事業所が対
象であり、この２月末に公表された残業時間等を

含めた2017年6月分の賃金の実態が分かる。
　ここで使用するのは、「都道府県別第2表　職
種・性別きまって支給する現金給与額、所定内給
与額及び年間賞与その他特別給与額」という集計
表である。男女の区別がある全部で228職種のう
ち、前記7職種（いずれも男性）の値を選んだ。
具体的には図3各図にある「とび工（男）～配管
工（男）」である。集計項目はA.年齢～ H.労働
者数までの8項目であり、全国及び47都道府県別
の値が分かる。賃金についてはF.所定内給与額の
ほか、残業代を含んだE.きまって支給する現金給
与額が示されており、労働時間についてはF.に対
応したC.所定内実労働時間数と残業代に対応する
D.超過実労働時間が示されている。図3では47
都道府県の平均値を箱ひげ図で統計分布が分かる
よう示した（図中の＊印は全国平均値）。
　給与水準はA.年齢やB.勤続年数にも関係する
から気をつけるべきだが、7職種別に随分と違う
ことに気付く。また同一職種内でも都道府県によ
る幅があるものがある。とび工や左官は比較的に
大きい。それは労働時間数の長短の差とも関係す
るのだろう。また、電気工、配管工など設備職種
は残業時間数が多い傾向等も分かる。
　図4はこれらの数値を基に、筆者が計算した実
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（注） 厚生労働省「平成 29年賃金構造基本統計調査」結果より作
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（注）図3情報から筆者が推定（計算式は図中を参照せよ）。都道府県
の分布である。数値は2017年頃のものとなる。
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年収と年間総労働時間の分布である。図3と同様
で、いずれも都道府県の平均値が基になってお
り、人数ウェイトが効いていないため、各職種の
本来の分布形ではない点に留意する。表5はそれ

を補う意味で示した都道府県別の詳細情報であ
る。年収の多寡、実労働時間数の長短等が判明す
るのだが、年々の変動が激しい統計なので留意が
必要となる。� （総括主席研究員　岩松準）

表5　実年収と総労働時間数の推定値及び該当人数（建築7職種、2017年頃）� （cf.図4は本表を図化したものである）
とび工（男） 鉄筋工（男） 型枠大工（男） 大工（男） 左官（男） 電気工（男） 配管工（男）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

年収
（千円）

労働
時間

（時間）

人数
（10人）

全国 4,216 2,304 2,345 3,989 2,304 771 3,776 2,256 1,152 3,556 2,196 1,169 3,830 2,172 1,241 4,985 2,364 7,668 4,531 2,268 3,149

01北海道 4,319 2,436 211 3,312 2,148 48 3,860 2,412 357 3,884 2,316 202 2,912 1,932 119 4,580 2,232 226 4,557 2,268 27

02青森 4,338 2,508 73 3,355 2,064 １ － － － 3,463 2,112 ４ 3,218 2,448 98 4,045 2,400 268 3,485 2,148 112

03岩手 3,858 2,412 １ － － － 4,373 2,208 66 3,251 2,244 144 2,902 2,280 17 3,383 2,328 104 3,822 2,304 143

04宮城 3,680 2,028 175 4,708 2,652 １ 4,268 2,832 １ 3,518 2,016 １ 4,947 2,304 131 8,073 2,328 141 5,516 2,436 85

05秋田 3,797 2,328 15 － － － 3,252 2,088 18 3,283 1,980 30 3,475 2,136 ４ 3,719 2,424 89 3,701 2,244 39

06山形 3,692 2,388 10 4,344 2,160 ７ 3,271 2,220 19 2,907 2,148 12 3,144 2,268 10 3,932 2,256 108 3,672 2,364 48

07福島 4,712 2,340 58 5,240 2,328 30 5,425 2,292 23 4,171 2,232 13 － － － 4,470 2,232 281 4,466 2,460 29

08茨城 5,028 2,484 40 4,440 2,112 ６ － － － 3,529 2,028 33 － － － 5,129 2,376 140 4,352 2,220 23

09栃木 3,486 2,448 172 5,203 2,352 17 － － － 3,257 2,160 59 2,507 1,968 ２ 3,714 2,232 244 － － －

10群馬 4,730 2,196 ４ － － － － － － 5,191 2,280 １ － － － 6,574 1,956 62 4,299 2,352 ６

11埼玉 4,391 1,884 21 － － － － － － 4,875 2,172 20 － － － 4,836 2,220 228 － － －

12千葉 5,587 2,184 57 － － － － － － 3,505 2,388 96 － － － 4,940 2,112 81 4,559 2,280 19

13東京 4,609 2,172 198 4,142 2,376 274 4,467 2,352 53 3,312 2,208 10 4,480 2,244 267 6,050 2,460 1,152 5,112 1,728 69

14神奈川 4,294 1,836 80 － － － － － － 4,299 2,244 59 4,969 1,872 86 5,922 2,376 465 5,075 2,280 210

15新潟 4,493 2,304 136 － － － 4,083 2,340 13 2,790 1,884 83 4,785 2,148 ９ 4,073 2,364 222 3,527 2,256 148

16富山 － － － － － － 4,214 2,148 44 3,886 1,920 58 － － － 4,559 2,136 48 4,519 2,412 72

17石川 － － － － － － 4,271 2,052 95 － － － － － － 4,467 2,304 93 4,153 1,824 ６

18福井 4,543 2,328 ７ 2,980 2,208 32 － － － 3,579 1,920 １ － － － 5,167 2,460 85 4,234 2,052 54

19山梨 4,227 2,256 11 － － － 3,424 2,184 27 － － － 5,431 2,496 １ 5,304 2,376 24 2,515 1,740 28

20長野 3,434 2,796 73 3,872 2,280 117 － － － 3,411 2,520 10 － － － 4,991 2,244 147 3,895 2,232 105

21岐阜 4,823 2,400 22 － － － － － － 3,358 2,328 54 － － － 5,830 2,112 36 3,691 2,088 －

22静岡 4,737 2,628 104 4,247 2,340 ３ 3,630 2,436 67 － － － 3,558 2,340 ３ 5,474 2,244 175 4,692 2,352 219

23愛知 3,232 1,980 59 － － － 3,230 2,040 67 － － － 3,369 2,136 107 5,805 2,760 438 5,398 2,520 216

24三重 4,057 2,304 88 5,540 2,112 ４ 2,152 2,100 ４ 3,547 1,908 112 － － － 4,624 2,460 128 6,185 2,052 88

25滋賀 4,968 2,112 33 － － － － － － 4,953 1,920 １ － － － 5,392 1,992 ５ － － －

26京都 3,874 2,076 ９ 3,960 2,436 111 2,597 2,412 12 － － － － － － 3,793 2,268 83 3,899 2,100 124

27大阪 － － － － － － － － － 2,952 2,496 １ － － － 5,016 2,364 298 5,308 2,376 273

28兵庫 3,080 2,196 119 3,406 2,256 10 3,605 2,052 ６ － － － 4,742 2,100 ３ 5,837 2,424 94 5,659 2,256 159

29奈良 2,173 2,256 ５ 3,209 1,812 １ － － － － － － 5,540 1,920 － 6,816 2,784 ６ － － －

30和歌山 3,728 2,088 30 4,178 1,956 ４ 4,063 1,992 ６ － － － － － － 7,110 2,520 117 5,165 2,220 36

31鳥取 4,484 2,016 28 3,270 2,184 10 3,521 2,424 ５ － － － 2,900 2,268 15 3,763 2,460 40 2,585 2,412 31

32島根 5,023 2,040 27 4,290 2,352 16 4,985 2,184 ８ － － － － － － 4,378 2,400 119 3,836 2,184 101

33岡山 5,180 2,244 121 － － － － － － － － － － － － 4,958 2,400 116 4,600 2,640 12

34広島 5,710 2,220 ４ 4,396 2,160 ４ 3,900 2,304 ２ 3,496 2,028 32 4,142 1,956 11 4,700 2,328 288 4,935 2,016 128

35山口 4,133 2,316 54 － － － 3,617 1,956 37 3,447 2,256 20 － － － 4,918 2,196 51 5,409 2,496 13

36徳島 4,374 2,100 ８ － － － 4,140 1,968 17 － － － 3,942 1,800 16 3,810 2,244 100 3,302 2,052 １

37香川 4,132 2,292 ６ － － － － － － 1,800 2,076 － － － － 5,211 2,316 48 4,410 2,256 29

38愛媛 5,837 2,232 38 － － － 4,259 2,172 20 － － － 3,797 2,364 11 4,413 2,256 135 3,476 2,376 35

39高知 3,397 2,772 １ － － － 3,362 1,776 ２ 3,744 2,496 － － － － 3,858 2,268 30 4,193 2,172 35

40福岡 4,933 2,280 37 4,159 2,160 42 3,269 2,196 ９ 4,513 2,772 26 3,363 2,160 304 4,111 2,316 125 4,485 2,268 32

41佐賀 4,691 3,024 21 3,344 2,064 ６ 2,871 1,956 36 2,544 2,016 １ 2,370 1,968 ４ 4,618 2,316 106 4,348 1,992 １

42長崎 3,175 2,688 ７ － － － 2,759 2,028 32 3,600 2,292 23 3,180 2,184 ６ 4,248 2,472 139 4,206 2,388 56

43熊本 3,186 2,568 54 2,925 2,028 12 － － － 3,332 2,568 42 3,170 2,808 ３ 4,682 2,208 125 3,874 2,400 ４

44大分 3,269 2,088 85 － － － 3,120 2,016 11 3,368 2,016 11 － － － 3,887 2,256 153 5,206 2,880 50

45宮崎 4,817 2,796 46 3,370 2,472 － 2,832 2,304 １ 3,691 2,400 ２ 2,881 2,052 ６ 4,021 2,292 90 3,331 2,100 48

46鹿児島 － － － 3,038 2,028 15 2,325 2,004 15 1,911 1,776 ８ 1,968 1,788 ７ 3,697 2,412 152 3,915 2,220 138

47沖縄 － － － － － － 3,296 2,376 81 － － － － － － 4,026 2,328 267 3,441 2,364 94

（注）元資料は図3に同じ。「年収」及び「労働時間」は図4に示す方法で求めた推定値である。「人数」は原資料にある推定人数。
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